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運 営 ・ 管 理 関 係 特 記 事 項 

 

２ 施設、設備の状況 
 

 ★ 構造設備は、最低基準を充たしているか。  

                                 いる   いない  
 ● 施設等の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆ 設備及び運営基準に定める他の設備を有しているか。 

         調理設備     便 所 
 

 ● 建物、設備で改善すべき箇所はあるか。      

                      ある   ない  
 ● 増改築等の予定はあるか。            

                      ある   ない  
  ○ ある場合の内容は。 
 
 
 

  

● 屋内外（保育室、廊下、便所、屋外遊戯場等）の状況及び遊具は毎日点

検しているか。 

いる   いない   
  ○ 点検記録はあるか。              

  ある   ない  
 
  ○ 過去 1 年間で気づいた点を記入してください。 
 

 

 

 

３ 健康管理の状況 

 
 ● 職員の健康診断は。           年      回 
 
                                      実施機関名 
   実施期日 ：    年   月   日（              ） 
 
               年   月   日（              ） 
 

 

 

 

 

家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準第 28 条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育所及び認可外保育施設における

事故防止について（平成 25 年 3 月 8

日雇児保発第 308001 号） 

 

 

 

 

 

 

労働安全衛生規則第 44 条 

①既往歴及び業務歴の調査②自覚症

状及び他覚症状の有無の検査③身

長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査

④胸部エックス線検査及び喀痰検査

⑤血圧の測定⑥貧血検査⑦肝機能検

査⑧血中脂質検査⑨血糖検査⑩尿検

査⑪心電図検査 

※年齢等により省略可 

 

○ 乳児室、ほふく室、保育室、屋外遊戯場の状況について記入してください（基準日における状況を記入

すること。）。 

区 分 基  準  面  積 現 面 積 部屋数 

乳児室 

又は 

ほふく室 

２
歳 
未
満
児 

乳児室 

保 育 
現員   人×3.3 ㎡  ＝      ㎡ ㎡  

ほふく

室保育 
現員   人×3.3 ㎡  ＝      ㎡ ㎡  

保育室又 

は遊戯室 
2 歳以上児 現員   人×1.98 ㎡ ＝      ㎡ ㎡  

屋 外 

遊戯場 

2 歳以上児 現員   人×3.3 ㎡  ＝      ㎡ ㎡ － 

代替の場合は場所を記入［                       ］ 
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運 営 ・ 管 理 関 係 特 記 事 項 

● 職員の雇入時健康診断を実施しているか。   

                      いる   いない  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 衛生管理の状況 
 
 ● 使用水は、次のどれか。 
 

   水道又はこれに準ずる簡易水道    井戸水等の自家水 

 
  ＜井戸水等の自家水の場合、以下に記入してください。＞ 

○ 水質検査を行っているか。 

   いる   いない  
○ いる場合、検査依頼先は。 [                ] 

 
○ いる場合、検査回数は。         年     回 

○ いる場合、検査記録は。  

                           ある   ない  
   ○ 水源の場所は、次のどれか。   

                  施設敷地内     施設敷地外 

 
● 受水槽、高架水槽等を使用している場合、水槽の清掃を行っているか。 
 

 いる  いない  該当なし  

 ● 排水及び汚物処理に問題はないか。   

                              ある   ない  
 
  ○ ある場合、具体的に記入してください。 
 
 
 
 

 

● 衛生管理者又は衛生推進者を選任しているか。 

いる   いない   
 
  ○ いる場合の該当者職氏名は。 
  

          職 ：       氏名 ： 

労働安全衛生規則第 43 条 

①既往歴及び業務歴の調査②自覚症

状及び他覚症状の有無の検査③身

長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査

④胸部エックス線検査⑤血圧の測定

⑥血色素量及び赤血球数の検査⑦

GOT、GPT 及び γ―ＧＴＰの検査⑧Ｌ

ＤＬコレステロール、ＨＤＬコレス

テロール及び血清トリグリセライド

の量の検査⑨血糖検査⑩尿中の糖及

び蛋白の有無の検査⑪心電図検査 

※健康診断を受診後３か月以内の場

合はその証明書を持って雇入れ時

の健康診断に代えることが可能。 

 

 

家庭的保育事業等の設備及び運営に 

関する基準第 14 条第 1項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・年１回実施（10㎥以下は努力義
務） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
労働安全衛生法第 12 条、第 12 条の
2 
 衛生管理者設置届(労基署へ提出) 
・常時 50 名以上の労働者を雇用 
                  …衛生管理者 
・常時 10～49 名の労働者を雇用 
              …安全衛生推進者 

・無資格者は労基署の外郭団体であ

る 労働基準協会が実施する講習

会へ参加すること。 
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運 営 ・ 管 理 関 係 特 記 事 項 

 

５ 非常災害対策 

 

★ 消防計画（防災対策規程）を届け出てあるか。 

   ある  （届出日   年  月  日） 

ない   
 

● 消防計画又は地震防災応急計画に、注意情報発表時の具体的な対策を

定めているか。 

いる   いない   
● 消防計画又は地震防災応急計画に、警戒宣言発令時の具体的な対策を

定めているか。 

いる   いない  
● 防火管理者は届け出てあるか。 

ある  （届出日    年  月  日）  

ない  
 

○ 防火管理者の職・氏名、選任年月日は。 

職 ：           氏名 ：             年   月   日 

 

★ 避難及び消火に対する訓練の回数は。          年     回 

○ 避難・消火訓練の記録はあるか。        

 ある   ない  
 

○ 避難場所は。 ［                       ］ 

○ 非常時の連絡網は、最新のものを整備しているか。 

いる   いない   
● 地震警戒宣言が発令された場合。 

○ 職員の動員体制は。              

 ある   ない  
○ 地域の協力体制は。              

                                  ある   ない  
○ ある場合、具体的に記入してください。 

 

 

 

 

★ 防災計画の内容（発災時等の児童の引渡し方法、避難場所等を含む。）に

ついて保護者に書面で周知しているか。 

いる   いない   
● 地震等により施設が使用できなくなった場合の、受入先を確保しているか。 

いる   いない  
○ 確保している場合、何処か。 

 

 

 

 

 

 

消防法施行規則第 3 条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防法第 8 条 
・防火管理者講習を修了しているこ

と。 

・辞令又は業務分担表で職責を明確

にすることが望ましい。 

 

 

 

 

 

家庭的保育事業等の設備及び運営に
関する基準第 7 条第 2 項 
 

※避難訓練及び消火訓練は毎月１回

実施すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業並びに特定子ども・子育て

支援施設等の運営に関する基準第46

条及び同第 38 条 
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運 営 ・ 管 理 関 係 特 記 事 項 

● 火災報知器及び消火器を設置しているか。   

いる   いない  
 

● 消防設備、火気使用設備、器具等の定期点検は行っているか。 

○ 業者点検は。 

いる   いない   
○ いる場合、記録は。 

ある   ない   
○ 自主点検は。 

いる   いない   
○ いる場合、記録は。 

ある   ない  
 

○ 業者点検、自主点検により判明した不良箇所は速やかに改善している 

か。 

いる   いない   
○ 消防用設備等の点検結果は、消防署に報告しているか。             

いる （報告日   年   月   日）    

           いない  
 

● 窓ガラスの割れ、飛散防止を施しているか。    

 いる   いない  
● ピアノ・ロッカー・テレビ・家具等の落下物・倒壊物の固定を施しているか。 

   いる   いない   
 

● 避難路・非常口に障害となる物を置いていないか。 

いる   いない   
 

● 門扉・遊具等の倒壊防止を施しているか。 

 いる  いない  該当なし 

 

● 直近の消防署の立入検査日は。 

                          検査日    年   月   日 

○ 指示事項は。                

 あり   なし  
○ ある場合、指示事項の内容は。 

 

 

 

 ☆ 指示事項に対する改善状況は。 

 

 

 

 

 

家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準第 22 条第 7号 

 

消防法第 17 条の 3の 3 

消防法施行規則第 31 条の 6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・不良箇所は速やかに改善するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・指示事項を改善していない場合に

は、早急に改善すること。 
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運 営 ・ 管 理 関 係 特 記 事 項 

● 防炎製品の使用状況について、品名を記入してください。 

 

 

 

 

◆ 施設機能強化推進費加算を受けているか。 

いる   いない  
 

 

 

 

 

● 防災資機材及び非常食の確保状況について、主な品名を記入してくだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 備蓄飲料水・食品の管理は、棚卸表の作成や保管場所の明記等適

切に管理しているか。 

  いる   いない     
 

● 偏った献立（例：主食のみなど）にならないような食糧を確保し

ているか。 

いる   いない   

 

 

 

 

 

特定教育・保育等に要する費用の額の

算定に関する基準等の実施上の留意

事項について別紙６Ⅵ４ 

※加算を受けている場合はＰ３９も

記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・食品は十分保存に耐えるよう衛生 

 

・食品は十分保存に耐えるよう衛生的     

に管理し、直射日光を避け、換気･除

湿等の配慮をする。 

・製造年月日、賞味期限、保存期間等

の管理を徹底する。 

・非常食として備蓄する食品は、衛生

的で保存性が高く、そのまま食べら

れるか簡単に調理できること。 

 

※ 施設機能強化推進費加算を受けた場合において購入した資機材等があれば、その品名に下線を引いて 

 ください。 

用  途 品    名 数  量 摘  要 

移 送   

 

照 明   

 

情報収集及び伝達   

 

医 療   

 

食料及び 

飲 料 水 
  

飲料水は 1 人 1 日 

3 リットルを 3 日分 

3 日分の食糧の備蓄 

日 用 品   

 

そ の 他   

 

 



- 32 - 
 

 

運 営 ・ 管 理 関 係 特 記 事 項 

６ 安全計画の策定等 

☆ 安全計画を策定しているか 

設備の安全点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外での活動、取

組等を含めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活におけ

る安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等

における安全に関する事項についての計画 

 いる  いない  
 〇 安全計画に従い必要な措置を講じているか。 

 いる  いない  
 〇 措置の内容は。 

 

 

 

 

 

･宇部市家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準を定める条例（平

成 26 年条例第 33 号） 第 7条の 2 
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運 営 ・ 管 理 関 係 特 記 事 項 

 

７ 重要事項に関する規程（運営規定）の整備 

 ◆ 施設の重要事項に関する規程（運営規定）はあるか。    

 ある   ない  
 

  ◇ ある場合、規程の内容に含まれているものにチェックしてください。 

    事業の目的及び運営の方針 

    提供する特定地域型保育の内容 

    職員の職種、員数及び職務の内容 

    特定地域型保育の提供を行う日及び時間並びに提供を行わない日 

    支給認定保護者から受領する費用の種類、支払いを求める理由及び 

その額 

    利用定員 

    特定地域型保育事業の利用の開始及び終了に関する事項及び特定 

地域型保育事業の利用に当たっての留意事項（同条例第 39 条第 2 項

に規定する選考方法を含む） 

    緊急時等における対応方法 

    非常災害対策 

    虐待の防止のための措置に関する事項 

    その他特定地域型保育事業の運営に関する重要事項 

 

８ 業務分担 

 ● 業務分担表はあるか。             

 ある   ない  
  ◇法令遵守責任者を選任しているか。 

いる   いない  
・いる場合、その者の氏名は。   （                ） 

  ○ 職員に周知しているか。           

 いる   いない  
 

９ 職員研修等 

 

 ◆ 体系的（経験年数・職種別等）な研修プログラム（研修計画）を策定している

か。 

いる   いない   
 

 

 

● 施設が主催する内部での研修を行っているか。   

いる   いない  
  ○ いる場合、記録は。            

  ある   ない  
  ○ いる場合、方法・内容は。 

 

 

 

 

 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業並びに特定子ども・子育て

支援施設等の運営に関する基準第46

条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども・子育て支援法第 55 条 

子ども・子育て支援法施行規則第 46

条第 1 項 

 

・書類の周知状況の確認。 

 

 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業並びに特定子ども・子育て

支援施設等の運営に関する基準第 3

条第 4 項 

（子どもの人権の擁護、虐待の防止

等のため、責任者を設置する等必要

な体制の整備を行うとともに、その

従業者に対し、研修を実施する等の

措置を講ずるよう努めなければなら

ない。） 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業並びに特定子ども・子育て

支援施設等の運営に関する基準第47

条第 3 項 

・参加職員の偏りがないこと。 
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運 営 ・ 管 理 関 係 特 記 事 項 

● 外部研修を受講させているか。       

   いる   いない  
  ＜いる場合、以下に記入してください。＞ 

  ○ 記録はあるか。 

 ある   ない  
  ○ 研修結果は内部研修等に活用しているか。  

                      いる   いない  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

● 働きやすい職場環境整備のための取組状況について、記入してください。 

 

 

 

 

 

 

◆ 処遇改善等加算のキャリアパス要件を受けている場合、研修機会の提供

又は技術指導とともに、そのフィードバックを行っているか。（キャリアパス要

件満たさない場合及び処遇改善等加算Ⅱを受けている場合は記入不要）  

いる    いない  
    

◇ キャリアパスを受けている場合、すべての職員に周知しているか。 

                     いる    いない  
   具体的な周知方法は。 

   

   

 

◇ キャリアパスを受けている場合、フィードバックの具体的な方法は。 

 

 

 

 

 

・成果を職場内へ還元する体制の有 

無。 

・復命書等で供覧しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組例として 

・能力向上に向けた研修 

・個人能力の適切な評価 

・個人の要望等を聞く機会の設定 

・保育等に関する事例検討、マニュ

アル作成 

・適切な業務配分等 

 
施設型給付費等に係る処遇改善等加
算について（令和 8 年 4 月 8 日 こ
成保 319/8 文科初第 171 号)第 4_3 

 

 

○ 前年度に受講した主な研修について記入してください。 

受講者職種区分 延 回 数 主 要 研 修 名 

 回  

 回  

 回  

 回  

 回  

 回  
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運 営 ・ 管 理 関 係 特 記 事 項 

 
１０ 労務管理等 
 
 就業規則 
 
 ● 就業規則の最終改定は。           年   月    日 
 
 ● 労基署へ届出は。               年   月    日 
 

 ★ 現状と就業規則に差異はないか。 

                     ある    ない  
  ○ ある場合、差異の内容は。 

 

 

 

  

★ 1 日 8 時間、週 40 時間勤務を守っているか。   

 いる    いない  
 
  ○ 所定労働時間      １週当たり      時間 
 
  ○ 勤務時間が 6 時間を超える場合、45～60 分の休憩時間を与えている 

か。 

いる   いない  
 

 

★ 週 1 回又は 4 週 4 回以上休日を与えているか。  

 いる   いない  
  ○ 4 週 5 回以上の休日を与えている場合、その週休形態は。 

 

 

 

 
● 時間外・休日労働に関する協定は。 

 

    あり （労基署届出日 ：       年  月  日）      

 なし              必要なし 

   

○ 時間外勤務命令簿はあるか。       

    ある   ない  
★ 産前・産後休暇及び育児時間は、適正に与えているか。 

いる   いない   
 ★ 生理休暇の請求があった場合、適正に与えているか。 

いる   いない   
 ★ 育児・介護休業を適正に与えているか。    

  いる   いない  
● 定年制は。               

      ある   ない  
  ○ ある場合、定年年齢は。        歳 

  ○ 定年年齢が 65 歳未満の場合、継続雇用制度はあるか。 

ある   ない  
  ○ 定年超の例外は。    歳 職種（       ） 

 

 

 

 
労基法第 89 条 

・常時 10人以上の労働者を使用する

使用者は､一定の事項について就

業規則を作成し､行政官庁に届け

でなければならない。 

変更した場合においても､同様と

する。 

 
 
 
 
 
 
労基法第 32 条 
・使用者は、労働者に、休憩時間を

除き１週間について 40 時間を超
えて、労働させてはならない。 

 

労基法第 34 条 
・労働時間が 6時間を超える場合 

…45 分 

・労働時間が 8時間を超える場合         

…1 時間 

 
労基法第 35 条 
・使用者は、労働者に対して、毎週少
なくとも一回の休日を与えるか、4週
間を通じ 4 日以上の休日を与えなけ
ればならない。 

 

 

 

労基法第 36 条 
・労働者の代表と協定し、行政官庁

に届出た場合に、労働時間を延長
し、又は休日に労働させることが
できる。 

 

 
 
労基法第 65、67 条 
・産前…6 週間(多胎の場合は 14 週

間) 
・産後…8週間 
・1 歳未満児の母…1日 2回 30 分の育児時間 
労基法第 68 条 
育児・介護休業法 第 19 条 
深夜業の制限 
育児・介護休業法 第 23､24 条 
勤務時間の短縮等の措置 

 

高年齢者等の雇用の安定等に関する
法律（昭和 46 年法律第 68 号） 
・定年年齢を超えた雇用はないか。 
 
 
 
・60 歳を過ぎた職員の雇用確保処置
がされているか。 
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★ 就業規則等労働基準法に基づくすべての労使協定を、職員に周知してい

るか。 

いる   いない   
   ○ いる場合、その周知方法は。 

 

 

 

 

 ★ 非常勤職員の労働条件は、明確にしているか（就業規則、雇用契約書 

等）。 

いる   いない   
  ○ 現状と差異はないか。 

                                  ある   ない  
  ○ ある場合の内容は。 

 

 

 

 ★ 年次有給休暇は、常勤職員で 6 か月以上勤務したものについて 10 日以上

与えているか。 

いる   いない   
  ○ パート職員に年休を与えているか。      

 いる   いない  
  ○ 年次休暇請求簿はあるか。          

 ある   ない  
  ○ 年次有給休暇を次年度に繰越しているか。    

いる   いない  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給与規程 

 

 ● 給与規程の最終改定は。             年    月   日 

 

  ○ 労基署へ届出は。                 年    月   日 

 

  ○ 初任給格付基準表は。            

 ある   ない   

 

労基法第 106 条 

1.常時各作業場の見易い場所へ掲示､又は備え付け 

2.書面による交付 

3.磁気ﾃｰﾌﾟ､ﾃﾞｨｽｸ等に記録し､常時確認できる機器を

設置 

 

 

 

・非常勤職員にはﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰを含め

る。 

 

労基法第 15 条  

書面による雇入時の労働条件の明示 

労基法第 14 条  

労働契約期間の上限→原則３年 

    但し､60才以上の者､高度な専門的知識を有する者は５年可 

 

・雇用契約書には業務内容、就業時

間、雇用期間、賃金等を記載する

こと。 

 

労基法第 39 条第 1、2 項 

勤務 

年数 
0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 

年休 

日数 
10 11 12 14 16 

 

勤務 

年数 
5.5 6.5～ 

年休 

日数 
18 20 

労基法第 39 条第 3項 

・短時間労働者に対しても年次有給

休暇を比例付与すること。 

労基法第 115 条  

・請求権は、2年間行わない場合にお

いては、時効によって消滅する。 
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  ○ 初任給格付を適正に行っているか。     

  いる   いない  
  ○ 前歴換算表は。  

                               ある   ない  
  ○ 前歴換算は適正に行っているか。       

 いる   いない  
  ○ 標準職務表（職種別給与表）は。    

    ある   ない  
  ○ 昇給・昇格を適正に行っているか。  

     いる   いない  
 ● 初任給は国家公務員の初任給と比較して  

  高い   同じ   低い 

 ● 給与表は次のどれを使っているか。 

  国家公務員   行政職          同じ    参考として 

                    福祉職         同じ    参考として 

 ● 賃金控除に関する協定は。 

      あり （締結日  年  月  日）   

  なし                   必要なし 

 ● 給与支給台帳は。             

 ある   ない  
○ 給与支給台帳に受領印はあるか(給与振込の場合は不要。）。 

                               ある   ない  
 ★ 各種諸手当を諸規程に基づき適正に支給しているか。 

                               いる   いない  
 

 

１１ 公定価格加算 

 

 処遇改善等加算 

 

◆ 職員一人ひとりに適切に賃金改善を行っているか。 

いる   いない  
 

◆ 職員の処遇改善にあたり、賃金改善計画の内容を、職員に周知しているか。 

                                 いる   いない  
   ◇ いる場合、その周知方法は。 

 

 

 

◆ 区分２を適用している場合、賃金改善のため、給与表又は給与規程の見直し

を行ったか。 

給与表の見直し    給与規程の見直し 

見直し行わず     ☐区分２を適用していない 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

労基法第 24 条 

・労働者の代表との書面による協

定がある場合においては、賃金の

一部を控除して支払うことができ

る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
施設型給付費等に係る処遇改善等
加算について（令和 8年 4月 8日 
こ成保 319/8 文科初第 171 号）第
5_2 
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１歳児配置改善加算 

 

◆ 令和 7 年度に 1 歳児配置改善加算を受けているか。 

☐いる  ☐いない 

「いる」場合は以下についてチェックしてください。 

○ 処遇改善等加算の区分１、区分２及び区分３のいずれも取得してい

るか。 

☐いる  ☐いない 

 

○ 業務においてＩＣＴの活用を進めており、以下の①及び②から④ま

でのいずれか１つの機能以上を有するシステムを導入し、業務に活

用しているか。 

☐ ① 園児の登園及び降園の管理に関する機能 

☐ ② 保育に係る計画・記録に関する機能 

       ※ 職員間で情報の共有や更新を行うことができる機能を有

すること。 

☐ ③ 保護者との連絡に関する機能 

       ※ ＩＣＴを介さない個別メール・アプリにより保護者との

連絡を行っている場合を除く。 

☐ ④ キャッシュレス決済に関する機能 

       ※ ＩＣＴを介さない個別アプリ等による銀行振込や口座振

替の場合等を除く。 

○ 処遇改善等加算の区分１及び区分２の加算率の算定に示す方法によ

り算定される「職員 １人当たりの平均経験年数」が 10 年以上であ

るか。 

☐はい  ☐いいえ 

 

減価償却費加算 

  

◆ 令和 8 年度に減価償却費加算を申請する予定がある。 

☐はい  ☐いいえ 

 

 「はい」の場合は以下についてチェックしてください。 

 

○ 小規模保育事業の用に供する建物が自己所有であること。 

ある   ない  
  ・事業所の一部が賃貸物件の場合は、自己所有の延べ面積が事業所全体

の延べ面積が 50％以上となっているか。 

 いる   いない  
○ 建物を整備・改修又は所得する際に、建設資金又は購入資金が発生し

ていること。 

      いる   いない  
○ 建物の整備・改修費に当たって、改修費等（以下「改修費等」とい

う。）の国庫補助金の交付を受けていないこと。 

 いる   いない  
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○ 賃借料加算の対象となっていないこと。 

 いる   いない  
 

 賃借料加算 

 

 ◆令和８年度に賃借料加算を申請する予定がある。 

☐はい   ☐いいえ   

  「はい」の場合は以下についてチェックしてください。 

 

  ○ 小規模保育事業の用に供する建物が賃貸物件であること。 

ある   ない  
 

   ・事業所の一部が自己所有の場合は、賃貸による建物の延べ面積が事業所 

全体の延べ面積の 50％以上となっているか。 

  いる   いない  
 

  ○ 賃貸物件に対する賃借料が発生していること。 

      いる   いない  
  ○ 賃借料の国庫補助を受けた事業所については、当該補助に係る残金が

発生していないこと。 

 いる   いない  国庫補助を受けていない 

  ○ 減価償却費加算の対象となっていないこと。 

 いる   いない  
 

施設機能強化推進費加算 

   

 ◆ 令和７年度に施設機能強化推進費加算を受けているか。 

            

  ☐いる   ☐いない  

 

「いる」場合は以下についてチェックしてください。 

 

○ 事業所における火災・地震等の災害時に備え、職員等の防災教育及び

災害発生時の安全かつ、 迅速な避難誘導体制を充実する等の事業所

の総合的な防災対策を図る取組を実施しているか。 

☐いる   ☐いない  

○ 支出対象経費は 16 万円以上となっているか。 

☐いる   ☐いない  

○ 支出対象経費として計上したものを記載してください。 

    

 

 

 

 


